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1.はじめに 

1.1.研究の背景 

近年の日本の都市環境を取り巻く問題とし

て人口減少に伴う市街地の空洞化と高齢化に

よる交通弱者の増加が挙げられる。そこで公

共交通を基本とした都市空間の効率利用を目

指す観点から、コンパクトシティを指向した

開発が行われている。本研究ではコンパクト

シティを市街地内で都市的活動を完結できる

都市と定義する。そして公共交通が市街地内

の交通手段として機能することをその要件に

設定する。 

コンパクトシティの効果は社会問題以外に

も環境面でも期待されている。岩田ら(2011)1

は公共交通の促進から自動車利用の抑制によ

る二酸化炭素排出削減などの効果を分析して

いる。またコンパクトシティの付随的な効果

として生産性の向上が考えられる。水谷ら

(2002)2 はコンパクトシティであることによっ

て人々の職業選択が適切に行われるようにな

り、生産性が向上するとしている。こうした

コンパクトシティであることによる効果を分

析するためには、都市がコンパクトシティで

あるか測ることのできる指標が必要である。

こうした指標の開発は武田ら(2011)3 のものが

挙げられるが、対象が九州に限定されている

ため地域性が加味されてしまっている。 

1.2.研究の目的 

本研究では都市がコンパクトシティである

かを測るための指標を開発することを目的と

する。これまでの議論で定義された概念を基

に都市構造についての指標を数値化し、それ

を総合評価したものをコンパクトシティ度と

して定義する。日本全国を対象とすることで

既存のものよりも汎用的な指標の開発を目指

す。 

またコンパクトシティ度の活用例として生

産性との分析を行う。コンパクトシティ度と

産業別一人当たり生産額との分析を行うこと

で、コンパクトシティであることによって各

産業の生産性の向上がみられるかを分析する。 

1.3.研究手法 

コンパクトシティ度の開発にあたっては

OECD(2013)4 の定義した概念を基に要素の指

標化を行う。その指標を総合評価することに

よってコンパクトシティ度として定義する。

そしてコンパクトシティ度を対象都市に適用

することで比較分析を行う。 

コンパクトシティと生産性の関係について

はコンパクトシティ度と産業別の一人当たり

生産額との相関分析を行う。対象とする産業

はコンパクトシティでの活動であることを考



え、卸売・小売業、金融・保険業、不動産業、

運輸・通信業、サービス業とする。さらにコ

ンパクトシティ指標を説明変数とした重回帰

分析を行うことで、影響を与えている個別要

素を明らかにする。 

1.4.研究対象都市 

対象都市の選定にあたっては金本ら(2002)5

によって定義された市町村ごとの通勤率によ

る都市雇用圏を用いる。生産性との分析を行

う関係上、生産額のデータを得られなかった

都市を対象から除外し、177 都市圏を対象と

する。(表 1) 

表 1 対象都市 

函館 横手 栃木 岐阜 尾鷲 浜田 鳥栖
旭川 大館 佐野 大垣 伊賀 出雲 伊万里

釧路 湯沢
那須塩
原・大
田原

高山 彦根 益田 長崎

帯広 由利本荘 前橋 関 長浜 呉 佐世保

苫小牧 大仙 高崎 土岐 近江八幡 福山 島原
網走 山形 桐生 沼津 守山 三原 五島
紋別 鶴岡 伊勢崎 島田 甲賀 三次 大分

根室 酒田
太田・
大泉

富士 野洲 東広島 中津

青森 米沢 沼田 熱海 東近江 下関 日田
弘前 新庄 館林 伊東 舞鶴 宇部 佐伯

八戸 長井 富岡 掛川
福知山・
綾部

山口 宮崎

五所川
原

福島 秩父
御殿場・
裾野

姫路 岩国 都城

十和田 会津若松 本庄 豊橋 洲本 周南 延岡
三沢 郡山 羽生 岡崎 豊岡 萩 日南
むつ いわき 長岡 半田 赤穂 徳島 日向
盛岡 白河 三条 碧南 西脇 松山 高鍋
宮古 二本松 上越 刈谷 小野 今治 鹿児島
北上 水戸 柏崎 豊田 五條 新居浜 鹿屋
一関 日立 十日町 安城 和歌山 宇和島 枕崎

釜石
つくば・
土浦

村上 西尾 田辺 八幡浜
薩摩川
内

石巻 古河 糸魚川 蒲郡 新宮 西条 那覇

気仙沼 筑西 富山 新城 鳥取
四国中
央

沖縄

白石
神栖・鹿
嶋

高岡 津 米子 高知 石垣

秋田 宇都宮 甲府 四日市 倉吉 四万十 名護

能代 小山
富士吉
田

伊勢 松江 佐賀 宮古島

唐津 読谷  
2.都市のコンパクトシティ度 

2.1.OECD によるコンパクトシティ指標 

OECD による分析ではコンパクトシティの

特徴は i)高密度で近接した開発パターン、ii)

公共交通でつながった市街地、iii)地域サービ

スや職場までの到達しやすさの三つが挙げら

れている。この三つの特徴を基に都市構造に

関連する指標を 13 個、環境への影響などコン

パクトシティの効果についての指標を 5 個定

義している。 

2.2.コンパクトシティ指標の定義 

OECD が定義した指標を基に日本の都市の

状況やデータの入手可能性などを考慮し、本

研究で使用するコンパクトシティ指標を 9 個

定義した。(表 2) 

表 2 コンパクトシティ指標の定義 

分野 OECD指標名 指標名 定義 データ出典

市街地人口密度
DID人口密

度
DID人口/DID面積

国土数値情報（平
成22年度）

建物の高度利用 最大容積率 DID内最大容積率
国土数値情報（平
成23年度）

住宅形態
集合住宅割
合

市町村内の集合住宅
戸数/総住宅戸数

平成25年住宅・土

地統計調査

トリップ距離
通勤利便性
(通勤時間)

市町村内の労働者の
通勤時間の中央値

平成25年住宅・土

地統計調査

都市的土地被覆
可住集約性
(可住集約割
合)

DID面積/市町村の可

住面積

国土数値情報（平
成22年度）

統計で見る市町村
のすがた2015

公共交通機関を
利用したトリッ
プ数

公共交通利
用率

全通勤・通学者に占
める公共交通を利用
するものの割合

平成22年国勢調査

公共交通機関へ
の近接性

公共交通人
口カバー率

駅から500m以内に居

住する人口/市町村人
口

平成22年国勢調査

国土数値情報（平
成20年）

職場と住宅の
マッチング

職場と住宅
の近接

DIDにおける500m
メッシュ内の事業所
数/世帯数の平均

平成22年国勢調査

平成18年事業所・

企業統計調査
徒歩及び自転車
によるトリップ
数

徒歩・自転
車利用率

全通勤・通学者に占
める徒歩・自転車を
利用するものの割合

平成22年国勢調査

iii) 地域のサー

ビスや職場ま
での到達しや

すさ

ii) 公共交通で

つながった市
街地

i) 高密度で近

接した開発パ
ターン

 

2.3.コンパクトシティ度ランキングを通じた

各指標の特徴 

コンパクトシティ度と各指標の相関分析か

ら DID 人口密度や集合住宅割合、公共交通利

用率が高いと特にコンパクトシティ度が高く

なることが分かった。(表 3)これはコンパクト

シティの機能にあたる部分であり、日本にお

いてはこうした機能面が充実しやすいと考え

られる。また人口規模とコンパクトシティ度

との相関係数が 0.56 であったから大都市であ

るほどコンパクトシティ度が高くなる傾向が

得られた。 

表 3 コンパクトシティ度と指標の相関分析 

DID人口密
度

最大容積
率

集合住宅
割合

通勤利便
性

可住集約
性

公共交通
利用率

公共交通
人口カ
バー率

職場と住
宅の近接

徒歩・自
転車利用
率

コンパクト
シティ度

0.66 0.63 0.71 -0.17 -0.45 0.67 0.48 0.47 0.53  

2.4.コンパクトシティ度による都市の総合評

価 

コンパクトシティ度が高かった上位都市で



は DID 人口密度と集合住宅割合の高さから市

街地における集住がなされていると考えられ

る。また公共交通利用率が高い傾向も見られ

ることから、市街地での活動が公共交通を伴

う形で実現している。一方下位の都市では公

共交通利用率と徒歩・自転車利用率が低く、

相対的に自動車に依存していることが考えら

れる。 

表 4 上位都市下位都市の指標値 

順位 市町村 DID人口密度 最大容積率
集合住宅割
合

通勤利便性 可住集約性
公共交通利
用率

公共交通人
口カバー率

職場と住宅
の近接

徒歩・自転
車利用率

コンパクト
シティ度

1 那覇
6952.17
(3.11)

600
(1.13)

0.76
(4.04)

23.2
(-0.78)

1.16
(-7.13)

0.20
(3.26)

0.52
(2.93)

1.20
(6.87)

0.26
(0.41)

1.54

2 鹿児島
5775.23
(1.85)

700
(2.06)

0.51
(1.94)

23.5
(-0.86)

0.34
(-1.36)

0.18
(2.98)

0.34
(1.37)

0.92
(4.88)

0.22
(-0.18)

1.41

3 長崎
6418.45
(2.54)

600
(1.13)

0.47
(1.62)

26.0
(-1.47)

0.27
(-0.89)

0.36
(6.87)

0.31
(1.10)

0.13
(-0.59)

0.17
(-1.12)

1.02

4 函館
5543.00
(1.61)

600
(1.13)

0.43
(1.26)

19.8
(0.05)

0.34
(-1.34)

0.12
(1.56)

0.37
(1.60)

0.54
(2.28)

0.27
(0.65)

0.98

5 熱海
4988.67
(1.01)

500
(0.20)

0.50
(1.83)

18.1
(0.47)

0.22
(-0.49)

0.19
(3.14)

0.34
(1.36)

0.19
(-0.13)

0.31
(1.23)

0.96

173 鹿屋
2352.33
(-1.80)

400
(-0.73)

0.22
(-0.54)

16.7
(0.81)

0.06
(0.61)

0.01
(-0.78)

0.00
(-1.63)

0.12
(-0.68)

0.15
(-1.39)

-0.68

174 読谷
4477.34
(0.47)

300
(-1.66)

0.35
(0.57)

28.1
(-1.99)

0.13
(0.09)

0.05
(0.20)

0.00
(-1.63)

0.09
(-0.88)

0.14
(-1.58)

-0.71

175 神栖・鹿
嶋

2521.05
(-1.62)

400
(-0.73)

0.21
(-0.63)

20.0
(0.00)

0.04
(0.75)

0.01
(-0.81)

0.00
(-1.63)

0.13
(-0.55)

0.14
(-1.58)

-0.76

176 新居浜
2787.81
(-1.34)

400
(-0.73)

0.25
(-0.31)

18.7
(0.32)

0.51
(-2.53)

0.00
(-0.86)

0.05
(-1.21)

0.09
(-0.85)

0.27
(0.54)

-0.78

177 三沢
1089.33
(-3.15)

200
(-2.60)

0.26
(-0.22)

18.1
(0.47)

0.23
(-0.56)

0.01
(-0.74)

0.06
(-1.08)

0.08
(-0.94)

0.27
(0.53)

-0.92 

3.コンパクトシティ度を用いたケーススタデ

ィ 

3.1.各都市の評価 

コンパクトシティ度が高い都市は那覇、鹿

児島、長崎で低い都市は神栖・鹿嶋、新居浜、

三沢である。コンパクトシティの代表例であ

るとされる富山は 40 位であった。 

全体的な傾向としては、上位 3 都市は公共

交通人口カバー率と公共交通利用率が高く、

公共交通が都市内交通手段として機能してい

ることが特徴として挙げられる。どの都市も

DID 内を網羅する形で路面電車やモノレール

が整備されている。DID 人口密度や集合住宅

割合も高く市街地における集住が実現してい

る。 

また那覇においては可住集約性が極端に低

くなっているが、これは可住面積が極端に小

さいことによるものと考えられる。那覇の人

口規模を考えると DID が必要以上に大きいと

は言えない。そのため市街地の集約について

は都市領域に対する市街地の大きさで定義す

ることに議論の余地があることが示された。 

富山は上位 3 都市に傾向が近く、路面電車

の整備が充実している。しかし上位 3 都市に

比べると利用率が低くなっており、あまり都

市内交通手段として機能していない。また

DID 人口密度や集合住宅割合が低くなってい

る。そのため施設面ではコンパクトシティの

要素がみられるものの、住民の生活スタイル

がコンパクトシティの概念に沿っていないこ

とが示唆される。 

それに対して下位 3 都市は鉄道路線の整備

がほとんどされておらず、都市内の交通手段

にはなっていない。さらに最大容積率が低い

ため、都市空間の高度利用が想定されていな

い。そのため現状では密度の高い集住を実現

することは難しいと言える。しかし新居浜と

三沢では徒歩・自転車利用率が高く、これら

の交通手段によってある程度の行動ができる

ことが考えられる。これは本研究で想定する

公共交通を基本とするコンパクトシティでは

ないが、徒歩によって活動が完結する別の形

のコンパクトシティがありうることが示唆さ

れた。 

3.2.コンパクトシティと都市内交通 

路面電車などの都市内交通を有する都市は

コンパクトシティ度が高い傾向が見られた。

(表 5)これは駅間隔が短く、公共交通人口カバ

ー率が高くなることが直接的な影響である。

しかし多くの都市で公共交通利用率の高さも

伴っており、実際の交通手段として機能して

いると考えられる。またこれらの都市は県庁

所在地などの大都市が多く、DID 人口密度の

高さや集合住宅割合の高さが実現しやすい環

境にある。都市内交通はコンパクトシティを

高める決定的な要因とは言えないが、都市内

交通があるとコンパクトシティ度が高まりや

すくなる傾向にあることが確認された。 



表 5 都市内交通がある都市の指標値 

順位 市町村
DID人口
密度

最大容積
率

集合住宅
割合

通勤利便
性

可住集約
性

公共交通
利用率

公共交通
人口カ
バー率

職場と住
宅の近接

徒歩・自
転車利用
率

コンパク
トシティ
度

1 那覇
6952.17
(3.11)

600
(1.13)

0.76
(4.04)

23.2
(-0.78)

1.16
(-7.13)

0.20
(3.26)

0.52
(2.93)

1.20
(6.87)

0.26
(0.41) 1.54

2 鹿児島
5775.23
(1.85)

700
(2.06)

0.51
(1.94)

23.5
(-0.86)

0.34
(-1.36)

0.18
(2.98)

0.34
(1.37)

0.92
(4.88)

0.22
(-0.18)

1.41

3 長崎
6418.45
(2.54)

600
(1.13)

0.47
(1.62)

26.0
(-1.47)

0.27
(-0.89)

0.36
(6.87)

0.31
(1.10)

0.13
(-0.59)

0.17
(-1.12)

1.02

4 函館
5543.00
(1.61)

600
(1.13)

0.43
(1.26)

19.8
(0.05)

0.34
(-1.34)

0.12
(1.56)

0.37
(1.60)

0.54
(2.28)

0.27
(0.65)

0.98

7 高知
5690.04
(1.76)

600
(1.13)

0.45
(1.44)

21.0
(-0.24)

0.36
(-1.49)

0.06
(0.39)

0.48
(2.55)

0.31
(0.67)

0.36
(2.17)

0.93

8 松山
5754.29
(1.83)

600
(1.13)

0.46
(1.48)

20.6
(-0.14)

0.31
(-1.15)

0.08
(0.73)

0.43
(2.13)

0.11
(-0.69)

0.37
(2.26)

0.84

36 豊橋
5682.53
(1.76)

600
(1.13)

0.38
(0.83)

24.7
(-1.15)

0.21
(-0.48)

0.05
(0.14)

0.28
(0.83)

0.12
(-0.66)

0.24
(0.10)

0.28

40 富山
3802.44
(-0.25)

700
(2.06)

0.30
(0.13)

23.3
(-0.81)

0.12
(0.16)

0.08
(0.88)

0.30
(1.02)

0.20
(-0.07)

0.19
(-0.69)

0.27

95 高岡
3544.30
(-0.53)

600
(1.13)

0.17
(-0.93)

22.0
(-0.49)

0.17
(-0.19)

0.04
(-0.07)

0.27
(0.76)

0.22
(0.01)

0.20
(-0.56) -0.10 

4.コンパクトシティと生産性 

4.1.コンパクトシティ度と都市の生産性 

コンパクトシティ度と一人当たり生産額と

の相関分析では、強い相関は確認できなかっ

た。(表 6)卸売・小売業と運輸・通信業、サー

ビス業については弱い正の相関が確認された。

これらは地域サービスに関わる産業であり、

コンパクトシティの質の充実のためには重要

な要素である。一方で不動産業ではゆるやか

な負の相関が確認された。 

表 6 コンパクトシティ度と生産性の相関 

卸売・小売業 金融・保険業 不動産業 運輸・通信業 サービス業
0.33 0.12 -0.44 0.26 0.33  

4.2.都市構造と都市の生産性 

コンパクトシティ指標は指標間の相関が高

いため、全てを説明変数として採用すること

は適切ではない。そのため AIC 情報統計量に

よって変数選択を行った。都市規模の影響も

考慮するため人口、可住面積も説明変数の候

補とした。2 産業以上で 5%以上の有意水準を

達成したものを説明変数群として重回帰分析

を行った。(表 7)その結果、卸売・小売業、運

輸・通信業、サービス業については徒歩・自

転車利用率が有意水準にある。これは就業者

だけでなく、需要者のアクセス性の高さも重

要であることが考えられる。また不動産業で

は集合住宅割合がマイナスで有意水準にある。

このことから集合住宅はあまり生産性が高く

ないと言え、コンパクトシティにとって必要

な集合住宅は市場原理の元では整備されにく

いことが考えられる。 

表 7 選択された説明変数群による回帰分析 

切片
集合住宅割

合
通勤時間

公共交通人

口カバー率

徒歩・自転

車利用率
人口 決定係数

3.77 0.49 -0.06 0.62 5.37 5.15E-06 0.29
*** * ** ***

22.77 6.56 -0.66 18.04 -4.13 1.29E-06 0.08
*** ** *

161.69 -245.00 -0.81 16.21 53.74 9.53E-06 0.49
*** ***

11.35 -2.75 -0.30 2.46 9.91 1.01E-05 0.22
*** *** ** ***

2.60 0.80 0.01 0.47 4.25 1.78E-06 0.23
*** ** *

卸売・小売

業

金融・保険

業

不動産業

運輸・通信

業

サービス業  
*は 5%、**は 1%、***は 0.1%基準での有意水準にあるこ

とを表す。 

5.おわりに 

本研究における成果は都市がコンパクトシ

ティであるかを簡便に評価することができた

ことである。そしてコンパクトシティ度を用

いて生産性を分析することによって、コンパ

クトシティであることによる効果を評価する

方法を示すことができた。今後の課題として

は各指標をより実態に即した形で表現するこ

とが挙げられる。特に DID を単純に市街地と

することには議論の余地があり、土地利用に

即した市街地の定義がなされることでより正

確な指標とすることができる。 

参考文献 

1)岩田和之, 馬奈木俊介『コンパクトシティは環境

改善に繋がるか？－全国市区町村データを用い

た実証分析－』環境科学会誌,Vol. 24, No. 4(2011), 
pp. 390-396 

2)水谷文俊,中山徳良,田中智康『コンパクトシティ

評価のための都市経済モデル』国民経済雑誌 , 

Vol.203,No.3(2011), pp.19-37 

3)武田裕之,柴田基宏,有馬隆文『コンパクトシティ

指標の開発と都市間ランキング評価‐39 人口集

中地区の相互比較分析-』日本建築学会計画系論

文集,Vol.76, No.661(2011), pp.601-607 

4)OECD (2013), Compact City Policies: A 

Comparative Assessment (Japanese version), OECD 

Publishing 

5)金本良嗣,徳岡一幸『日本の都市圏設定基準』応

用地域学研究,No.7(2002), pp.1-15 


